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第13回医師の働き方改革の推進に関する検討会　中間とりまとめ、医師労働時間短縮計画作成ガイドライン（案）（令和3年8月4日）
第14回同検討会　医療機関の医師の労働時間短縮の取組の評価に関するガイドライン（令和3年8月23日）より、抜粋編集

連携B水準は、派遣医師の労働時間の把握など早目の対応を！
　2024年4月より、医師にも時間外労働規制が適用され、年間の時間外・休日労働が
960時間超の医師がいる医療機関では、時間外労働の水準（B、連携B、C-1、C-2）につ
いて県の指定が必要となります。
　このうち連携B水準は、主たる勤務先では時間外・休日労働が年960時間を超えないが、
副業・兼業先での労働時間を通算すると年960時間を超える場合の水準で、医師の派遣
を通じて地域医療を支える大学病院や地域医療支援病院などで該当することがあります。
　主たる勤務先で時間外・休日労働が年960時間を超えないため、A水準でよいと考えて
いる施設でも、派遣先などの労働時間を調べて通算すると年960時間超となり、連携B水
準と判明することがあります。その場合には、時短計画の作成や評価センターによる評価、
県による指定などが必要となってきます。そのため、派遣先などの
労働時間の把握は急務であり、また、突発的な業務が発生した
際の申告や代償休息など、医師の健康を守るための対応も必
要となります。
　今後、地域医療を継続的に確保していくためには、このよ
うな働き方改革への対応や勤務環境の改善がますます重要に
なっていくと考えられます。
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第７回 医療勤務環境セミナー オンラインにて開催

最近の活動最近の活動

　令和 3 年 9 月 28 日（2021 年）、「第 7 回医療勤務環境セミナー」（主催 広島県、 共催 広島労
働局）をオンラインにて開催し、病院長や事務長など 100 名を超える参加申込があり、約 50 の
医療機関から参加がありました。 　
　まず、広島県健康福祉局医務課 伊東典代課長より、コロナ禍での日々の医療提供に対する御
礼が述べられ、改正医療法も成立し、働き方改革等が着実に進んでいることなど挨拶されました。

その後、講演①「宿日直許可基準、労働と研鑽についての基本的な考え
方」では、広島労働局労働基準部監督課 主任監察監督官の中村貴紀
氏より、宿日直や研鑽おける注意点、また迷った時には労働基準部監督
所に相談して欲しいことなどについて講演され、講演②では時短計画へ
の対応も含めた勤務環境改善の最近の動きについて医業経営アドバイ
ザーより講演しました。 
　最後に、淀川キリスト教病院産婦人科医長の柴田綾子先生から特別
講演がありました。概要は、以下のとおりです。

特別講演 「コロナ禍で求められる医師の働き方改革 ～10 個の実践例～ 」
講師 淀川キリスト教病院産婦人科 医長 柴田 綾子先生

柴田綾子先生資料より

オンラインにてご講演される
柴田綾子先生（右下）

　淀川キリスト教病院産婦人科では、労働環境を改善する10 の方法（下図）のような取組を2018
年頃より試行錯誤しながら行い、働きやすい環境を整えてきた。今のコロナ禍ではスタッフが急に休
むこともあり、他のスタッフが長時間労働となる事態も発生しやすい。コロナ禍が長期化している現在、
働きやすい環境を整える取組は一層重要になっている。
　実践では、カンファレンスや申し送り、患者さんへの説明は、基本的に勤務時間内に行う。なお、
お昼に会議をする時には、休憩をとれるように外来開始時間を遅らせるなど工夫した。また、勤務時
間外の主治医をフリーにできるようチーム制を導入し、必要時には看護師らが主治医以外の病棟医
や当直医に相談できるシステムを作り、周知した。
　主治医以外に相談できることで主治医
は安心して休めるようになり、業務中断
も少なくなった。また、医師間で情報が
正確に伝わるようカルテの記載内容が整
い、診療の質がダブルチェックにより向
上した。迅速な治療方針の決定は、患
者さんやスタッフの待ち時間も少なくする
など、いろいろなメリットをもたらした。
　このような取組が、働き方改革をス
ムーズにし、医師を含めた医療スタッフ
が集まる重要な要素になっていくと考え
られる。


